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学校教育法では ｢学校の設置者は, その設置す
る学校を管理｣ (学校教育法第 5 条) すると定めら
れており, 設置者である国, 地方公共団体, 及び
学校法人に学校の ｢管理｣ 権を認めているが, こ
の ｢管理｣ control は ｢経営｣ manage と同じでは
ない｡ 一方で ｢学長は, 校務をつかさどり, 所属
職員を統督する｣ (同第58条第 3 項) と定め, また













さらに憲法の ｢学問の自由｣ に基づいて ｢大学
には, 重要な事項を審議するため, 教授会を置か















り, ｢経営｣ の意味はなかった｡ しかし新しい国
立大学法人では, ｢学長は, 学校教育法…に規定
する職務を行うとともに, 国立大学法人を代表し, 




ある｡ よって学校教育法上の ｢学校を管理｣ は, 
単に監督・監視ではなく法人経営という意味をもつ｡ 
私学の常務理事会に相当する役員会を設置し 
(同法第11条 2 項), 審議機関として経営協議会 (同







2  私学法改正と大学の経営・ガバナンス (下) 
私立大学では ｢理事会は, 学校法人の業務を決
し, 理事の職務の執行を監督する｣ (私学法第36
条第 2 項), ｢理事長は, 学校法人を代表し, その業
























準を組み合わせると,  4 つの類型ができるので, 
以下にそれらを検討する｡ 
(1) 財団出資・理事長学長一体型 










































































負う (学校教育法第 5 条) が, 第 3 ・ 4 類型では経
費の多くを賄う基金を出す財団等の主体が存在せ
ず, 法人が負担義務を果たす能力が殆どないので, 
学校 (大学・付属校) が徴収権を持つ授業料等 (学




える｡ 当然の帰結として第 3 類型では, 学校の長
が法人の長を兼務して, 学校経営権と法人経営権
























8 . 所有と経営の分離 
株式会社における所有と経営の分離に関する研





























4  私学法改正と大学の経営・ガバナンス (下) 
ある｡ それがエージェンシー・スラックであり, 
それを防止する監視コストなどをエージェンシー













 6 大企業集団の安定保有状況 
 





(資料) ニッセイ基礎研究所 (2003) より引用｡ 















































































































らこそ, ｢所有者支配｣ が貫徹していたといえる｡ 
しかし1990年平成バブルの崩壊以降, 株価の長
期的な低落トレンドが2003年まで13年間に亘って











の過半数を獲得すれば経営権を獲得でき,  3 分の 2 
以上を獲得すれば単独で重要事項を議決できると






















商法第 2 編は会社法として独立施行され, アメリ








2003年の改正商法では ｢委員会設置会社｣ と ｢執
行役制度｣ が創設された｡ ソニーは経営企画・立
案と業務執行を分離する方向で, すでに1997年か
らアメリカ型の ｢執行役員制｣ を導入し, 1998年
には ｢報酬委員会｣ と ｢指名委員会｣ を設置した｡ 
法的裏付けはなかったが, 一部の大企業に普及し








められる ｢業務執行を行う役員｣ として ｢執行
役｣ を定めたので, 従来から慣例としてあった 




与設置会社にあっては, 取締役及び会計参与) の 
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(会社法404条)｡ しかし ｢執行役｣ は, 逆に指名委
員会ではなく取締役会の決定に基づいて任命・解
任され, 任期は 1 年である｡ ｢委員会設置会社に
は, 一人又は二人以上の執行役を置かなければな



































































2003 2004 2005 2006 2007 (年度) 
Hosei University Repository
経営志林 第46巻 2 号 2009年 7 月  7 























り, 経営 (management) とは別の区別された問題
と認識されて, 企業金融論や経営学などいろいろ
な分野で専門的に議論されてきた｡ 経営は取締役
や最高執行役員 CEO などの経営者が行うが, 株
主, 監査役, 労働組合, 銀行, 消費者など企業内
外のシェアホルダー (株式所有者) やステークホ
ルダー (利害関係者) が相互牽制により ｢経営の
規律付け｣ をすることをガバナンスという｡ 統治
ないし協治と訳す｡ 政治学では最近ではガバメン



















































ターがないので, 理事会, 監事, 評議員会, 教授
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に, 草原 (2006) がある｡ 
13)  近代株式会社以前の会社における所有と経営の分




14)  植竹 (1999) は, 株式会社の優れた機能として, 資
本集中機能の他に支配の維持・集中機能を上げてい
る｡ 









経営志林 第46巻 2 号 2009年 7 月  9 
は所有者支配のもとで所有と経営の分離が進んでい
ると見ることができる｡ 植竹 (1999, pp.12-14) を参
照｡ 





分析によれば,  6 大企業集団では 5 割以上 6 割近くで
あり, 全体の平均では 4 割以上であった｡ 
17)  内海 (2004, p.34) は, ｢持ち合いがあったからこ
そまかり通った ｢シャンシャン総会｣ といえます｣ 
と指摘し, 本稿と同じ理解を示している｡ 
18)  バーリ＝ミーンズ (1932) は, ｢支配｣ を取締役会
または過半数の取締役を選出する実質的権限と定義










するケースは, 経営者支配に該当しない｡ 鈴木 (1999) 
はバーリ＝ミーンズ (1932) やラーナー (1970) など
の研究を踏まえて株式分散化と所有者支配・経営者
支配の関係を論究している｡ 
19)  全国証券取引所調査による｡ 
20)  アメリカ最大の年金基金であるカルパース (Calpers : 
カリフォルニア州職員年金基金) などにより, 1990
年代初めに GM, IBM, コダック, ウェスチングハウ
スなどの大企業の最高執行役員 (CEO) が解任され
た｡ 植竹 (1999, p.9) を参照｡ また機関投資家の株
式保有比率の増大がガバナンス構造に与える影響に
ついては, 瀬川 (1999) を参照｡ 
21)  細井 (1999) はトップマネジメント組織とその機
能の改革について, コーポレート・ガバナンス強化
の観点から論究している｡ 
22)  明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科の HP




る ｢協治｣ の時代に入ったことを意味します｡｣ 
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